
森林再生基金（農中森
もり

力
ぢから

基金）が目指すもの

　森林は、農林水産業の持続的な発展に資することに加え、地球温暖化防止や水源涵養、木材生産等の多

面的機能の発揮が期待されています。一方で、戦後に植林された人工林が成熟期を迎えつつあるなかで、

林業経営意欲の低下等から間伐等の手入れが放棄され、その多面的機能の発揮に支障を来すことが危惧

されています。

　農林中央金庫では、荒廃の危機にある民有林の再生を通じて、森林における多面的な機能の持続的な発

揮を目指す活動への助成を行うため、平成17年に「森林再生基金（FRONT80）」（期間10年程度、総額10

億円）を創設し、平成25年度までの9年間に52の事業を選定し、助成を行ってまいりました（一旦、募集は

終了しました）。助成先については、地域の中核的な林業事業体として、意欲的、継続的な森林整備の推進

に努めていただいています。

　平成26年度には、その後継基金として「農中森
もりぢから

力基金」（期間5年、総額10億円規模）を設定し、平成28

年度までの累計で132件の応募があり、23の事業に助成を行っています。

　本基金では、森林施業の今日的課題の一つである「施業集約化」や「搬出間伐等」の取組みをさらに加速

化させるため、荒廃林の再生事業のなかでも、特に、地域の模範になり、高い波及効果が見込まれる事業や

先進性のある事業に、重点的に助成を実施し、地域の中核を担う林業事業体（非営利の法人）の事業実施態

勢の整備をサポートしています。

　さらに、事業実施に際して、専門家の派遣による事業完成に向けたサポートと、その成果の発表会を開催

する「フォローアップ事業」を行っています。

事業実施可能な相応の態勢を有する非営利団体
（森林組合・NPO法人等）

森林再生事業の実施
（境界・森林・不在村者の調査等を含む）

森林再生のノウハウの蓄積

多面的機能の持続的発揮

荒廃した民有林（おそれのあるものを含む）
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森林経営委託契約等の締結
（期間：5年以上）

複数の森林所有者の取りまとめ
（ひとまとまり・5ha以上）

農中森力基金の目指す森林再生事業

森
力
基
金
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よ
る
助
成
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状
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国土の7割が森で覆われる森林大国・日本。国土の7割が森で覆われる森林大国・日本。
温暖な気候や豊富な降水量によって国土は緑に彩られています。温暖な気候や豊富な降水量によって国土は緑に彩られています。
しかし、主に戦後に植林され、森林の4割を占める人工林のしかし、主に戦後に植林され、森林の4割を占める人工林の
多くは、木材価格の低迷や林業担い手の減少により、多くは、木材価格の低迷や林業担い手の減少により、
荒れ果てた森に変わろうとしています。荒れ果てた森に変わろうとしています。
このままでは貴重な資源である森林も危ないのです。このままでは貴重な資源である森林も危ないのです。
農林中央金庫は、「公益信託 農林中金森林再生基金農林中央金庫は、「公益信託 農林中金森林再生基金
（農中森力基金）」等を通じ、（農中森力基金）」等を通じ、
日本の森林・林業の再生を応援しています。日本の森林・林業の再生を応援しています。

地域とともに、
豊かな森林を創る

JForestグループの一員として

林業への貢献
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写真左から：①本格稼働を開始した「環境未来都市」構想の一環である
バイオマスプラント。②良質な地元産材を木造公営住宅に活用。③「宝
の山プロジェクト」の事業地に整備した作業道と一体になった路網整備

を計画している。④プロセッサによる枝払い・造材で作業効率が大幅に
アップ。⑤県下初でドローン（無人航空機）を導入し、上空からの現地調
査が可能に。

● “宝の山”づくりに挑み、木材の地産地消で未来世代に引き継ぐ
本吉町森林組合
宮城県の北東部に位置する太平洋に面

した管内では、東日本大震災で沿岸部

を中心に甚大な被害を受けました。

現在は、樹齢およそ50～60年のスギ

が伐採の適期を迎え、「優良みやぎ材」

を搬出しています。

本吉町森林組合の概要（平成28年12月31日現在）
 組合員数 648名（含准組合員）

 森林面積 約7,500ha（公有林を含む）

 管内市町村数 1町

 役職員数 理事7名、監事2名、職員29名宮城県

　大
おおえ

江義
よしろう

郎代表理事組合長は、農中森
もりぢから

力基金に応募した

動機をこう話します。「当管内では、戦後皆伐して再造林し

た樹齢50～60年のスギが伐採の適期を迎えています。東

日本大震災以降、震災復興事業が当森林組合のメインと

なっていたのですが、復興事業はずっと続くわけではあり

ません。次の一手を見据えた集約化事業に取り組む必要

があると考えていました。なぜなら、地域の復興や経済を

支える森林の育成に対して、地元の関心がいまひとつで、

早く手を打たないとやがて森林は枯れるか、大雪などで

倒れてしまうという危機感を抱いていたからです。ただ、

手入れをするといってもそう簡単な話ではなく、そのため

には生産した木材の利用が不可欠です。幸い地域には、木

造公営住宅やバイオマス発電をはじめ、学校の教育資材

など多様な木材需要がありました。そこで、農中森力基金

の力を借りて、路網をしっかりと整備したり高性能林業機

械をうまく導入し、低コストかつ高効率な作業システムを

構築することで、地域の森林を再生できる̶̶ つまり、長

年にわたり見向きもされず風雪に耐えてきた森林を『宝の

山』として復活させたい、という思いがあったのです」。

　また、加
かの う

納保
たもつ

総務課長は言葉をつなぎます。「今回の

『宝の山プロジェクト』を通じて、各種研修を行い職員・作

業班員ともに知識・技術の向上につながったばかりでな

く、それらを作業道の開設・補修や搬出作業にも活かすこ

とができました。また、山林所有者とは情報や意見を交換

するための場を設け対話を繰り返すことで、理解や賛同

が得られたと同時に、山林所有者にとってもあらためて

山を見直す好機となったことは冥利に尽きます」。

　一方、課題も見えてきました。「境界確認調査では、GPS

（全地球測位システム）、デジタルコンパスなどを併用す

ることで時間と費用が削減でき、6kmにもわたる路網の

整備や高性能林業機械の活用などによって効率的な施

業は行えた反面、集材方法に適した運材機械が使用でき

ず作業効率が思うように上がらなかったといった反省点

もありました。こうした経験やノウハウをしっかりと分析

し蓄積することで今後に活かし、ゆくゆくは本事業地を

『宝の山プロジェクト』のモデル林として、管内の他地域

にも広げていきたいと考えています」。

　気仙沼市の震災復興事業の一環として今春に本格稼

働した、日本では珍しいガス化発電のバイオマスプラン

トに、同組合は月産80トンの木質バイオマス燃料を供

給。発電だけでなく稼働時に発生する余熱も、地元ホテル

の温泉施設の熱供給などに役立てています。

　東日本大震災は、本吉町にも大きな

被害をもたらしました。加納課長は述

懐します。「わが家だけでなく、集落全

体が高さ20ｍもの津波にのまれるの

を目の当たりにして呆然となりました。

まるで悪夢を見ているようでした」。

　「震災後、避難所での生活が長引い

ていくなか、同世代の仲間の間で自宅再建の話が持ち上

がり、それなら高台に共同建築で安全・安心な住まいを建

てて集落を再生させようという機運が高まりました。私は

森林組合の職員としてだけではなく、生まれ育った地域の

ためにやるしかないとの気概から高台移転の推進役を務

めました。でも、被災した住民の立場に立ってみれば、一日

でも早く新しい“わが家”に移り住みたいという切実な想

いがあるわけです。その一方で、地域に在来工法の大工さ

んは大勢いるものの、小さな工務店で建てられる住宅は

せいぜい年間2～3棟が限界で、どうしても時間がかかる。

こうした事情から、ハウスメーカーへ建築を依頼する人も

おり、残念ながら地元産材を使用した木造住宅の共同購

入・共同建築は実現できませんでした。それでも、木造災

害公営住宅820棟の建設では、森林所有者の方々から木

材の供給に理解をいただいたばかりでなく、岩手県の製

材所やプレカット工場などからも協力を得ながら、業界一

丸となって可能な限り多くの気仙沼材を供給し、希望者

の住宅建設の需要に応えてきました。こうして復興に向け

てみんなで助け合い、木材の地産地消を進められたのは、

協同組合という組織の役割が発揮できたからだと実感し

ています」。

プロジェクトを通じて得た
経験・ノウハウ・知見を未来に活かす

震災からの復興に向けた
木材の地産地消、そして理想と現実

信頼され、親しまれ、必要とされる“組合員のための組合”であるために
　当森林組合の組合員も世代交代が進み、所有する森林ど
ころかそもそも山に入った経験すらない組合員が増えてい
ます。そうした山林所有者をも巻き込んで、間伐などきちん
と手入れさえすれば、荒廃しそうな山でも利益を生む“宝の
山”に変えられるという前例を作りたかったので、このたび
の農中森力基金による支援は、55年の歴史を持つ当組合が
集約化事業を本格再開するための、まさに「渡りに船」と
なってくれました。
　もともとこの地域には、他と比べると手入れが行き届いた
山が多くありました。しかし、山にはお金と手をかけなけれ
ば、いい木材が育ちません。「親」という字は“立って木を見
る”と書くように、昔の人はわが子を慈しむように山の木を
大切にしたのです。当管内には、今まさに伐期を迎えた山が
数多くあるわけですが、こうして山から得た利益を次世代に
もきちんと引き継いでゆくべく、山林所有者には「孫・ひ孫の
ために植栽して下さい」と必ず付言しています。
　組合員からの理解・賛同は、常に自分たちが行動し進化し
ていくことで得られるのではないでしょうか。そして、いか

に山に対する無関心・価値観を変え
て、山を預けてくれている組合員に利
益を還元できるか――勉強の毎日で
す。また、当組合では、地域の雇用を
守っていくことを目指し、職員・作業
班員の待遇改善や有給休暇取得の推
進はもとより、特に職員・作業班員の
安全対策に力を入れています。毎月1
～2回の役員による現場パトロール
を実施。また、定期的に全員参加型の安全講習会を開催し、
職員・作業班員には無事故・無災害で働いてもらうことで、
安心がその家族にも広がるような環境を整備しました。こう
した魅力的な職場環境づくりに取り組みながら、若い世代
を積極的に採用しています。
　これからも「意

いしんでんしん

森伝森～山を愛し伝える」を合い言葉に、
地域の発展と循環型社会の構築を目指して、信頼され、親し
まれ、必要とされる“組合員のための組合”でありたいと考え
ています。

本吉町森林組合

代表理事組合長

大
おおえ

江 義
よしろう

郎様

現地で収集した森林・境界情報をGISで確認

本吉町森林組合

総務課長

加
か の う

納 保
たもつ

様

森林再生基金（農中森
もりぢから

力基金）の助成先の一つである
“本

もとよしちょう

吉町森林組合”（宮城県）の取組みを紹介します。1林業への貢献

現地Report
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木育活動の支援先の一つである“宮古森林組合”
（沖縄県）の取組みを紹介します。2

40303029 3029 40303029

写真左から：①約120haと宮古島最大の森林である大野山林は、水源
涵養林としての機能だけでなく多様な動植物が生息するなど、多面的
機能を有する。②自然災害から農地の被害を極小化する防風・防潮林の

植樹が広がる。③「宮古島の森林と林業」について学ぶ木育講座。④体験
学習で子どもたちが制作した椅子。⑤当金庫は、施業中の事故やけがを
防ぐ安全服の導入に係る助成にも力を入れている。

● 地域の今を守り、子どもたちの未来を創る森づくり
宮古森林組合
平成7年3月に設立。沖縄県南部の宮

古島・伊
い ら ぶ

良部島
じま

・多
た ら ま

良間島
じま

を管内とし

ます。宮古地域の緑づくりの拠点とし

て、森林の公益的機能を重視した森林

整備を行っています。

宮古森林組合の概要（平成29年3月31日現在）
 組合員数 157名（正組合員98名、准組合員59名）

 森林面積 4,033ha

 管内市町村数 1市、1村

 役職員数 非常勤理事6名、常勤理事1名、監事3名、
 職員6名（うち2名臨時職員）

沖縄県

　「くぎが曲がっちゃった！」「そこのトンカチ貸して！」

「やったー！椅子ができたよ！」――平成29年2月、宮古島

市立東小学校の体育館では5・6年生の子どもたち約

170人が、フクギ、イヌマキ、テリハボクなどの地元産材

を使った椅子やペン立てを作る作業に没頭していまし

た。この日は、宮古森林組合が主催の木育講座・体験学習

「木が好きな人を育てる活動～『触』・『創』・『知』体験教室

～」が開催されていたのです。

　木育講座で講師を務めた上
うえはら

原康
こう じ

嗣主任技師は話しま

す。「宮古島には山がなく、緑といえば農地です。従来から

地元の小中学生には、環境教育として森林の役割や森林

組合の仕事などを教える講座を実施してきたものの、実

際に子どもたちに木工体験をしてもらうのは初の試みで

す。農林中央金庫からの助成を得て、1年がかりで企画・

準備して実現しました」。また、木工体験で使用した組み

立て式の製材品は、少しでも地元産業を知ってほしいと

いう地元の木工業者と連携し、この日

のために用意してもらいました。子ど

もたちの多くはトンカチを持つのも初

めて。そして何よりも、けがなく安全に

体験学習を終えるために、同組合の職

員が総出で参加。子どもたち一人ひと

りの作業を見守り、時に手伝いなが

ら、2時間半の木育講座・体験学習は無事に終了。子ども

たちには大好評でした。

　宮古森林組合が環境教育に力を注ぐのは、組合の成り

立ちと密接に関係しています。宮古地域は農地等の耕地

面積が50％以上を占め緑地率は高いものの、沖縄返還の

昭和47年前後には約30％だった森林率は農地の開発等

で急激に減少し、現在は約18％となっています。「宮古地

域には川がなく、飲み水や農地用水は井戸水などの水源

に頼っています。水源の維持はもとより防災にも重要な

役割を果たす森林が減少し、自然環境保全が懸念される

なか、平成5年の渇水により宮古地域で初めて給水制限

が実施されました。これによって、市町村が一体となって

森林を整備しようという機運が高まり、平成7年に当組

合が設立されたのです」と佐
さ わ だ

和田勝
かつひこ

彦常務理事が振り返

ります。

　また、宮古地域には国有林がなく、民有林の多くが市町

村林です。同組合は各市町村の整備計画に基づき、農業・

漁業関係者と連携しながら、農地防風林や水源涵養林な

ど、森林の公益的機能を重視した森林整備を行っていま

す。佐和田常務理事は言います。「現在、当組合では製材

事業を行っていません。なぜなら、いまの子どもたちが大

人になる将来に、経済的価値が高い材を出荷できる森林

にするためには、まず地域を守るために植林し育てるこ

とが当組合の現在の仕事だからです」。

　宮古森林組合は、これまで地域住民との連携にも積極

的に取り組んできました。平成15年に宮古地域を直撃し

た台風第14号を契機に、県市町村やJA等と連携して設

立した、同組合内に事務局を置く「美
か

ぎ島
すま

宮
みゃーく

古グリーン

ネット」もその一つです。地域の団体・個人の会員から会

費を募り、年に数回行う植樹および育林にボランティア

として参加してもらっています。この活動は、平成28年度

までに累計59回を数え、会員数は49団体、個人会員119

人に達しました。上原主任技師は言います。「グリーン

ネットの活動はまさに地域貢献。森林は植えっ放しでは

駄目で、育てるには時間・費用・人手もかかります。地域の

みなさんに担い手としてグリーンネットの活動に実際に

関わっていただくことで、結果的に森林整備の重要性や

森林組合の活動への理解が高まってきました」。

　一方で、森林組合の施業現場は時に

危険と隣り合わせの過酷な仕事です。

「森林整備には長い時間がかかりま

す。だからこそ、日々の安全管理が何

よりも重要です。そうしたなか、職員た

ちも将来を見据えて地域に貢献する

仕事の意義を理解し、理想の森林づく

りを続けることができるのです」と現場を預かる下
し も じ

地

幹
みき お

男班長は話してくれました。「行政・住民・職員が志を一

つにして森林整備を行うその基盤づくりとしても、子ど

もたちへの環境教育は重要な役割を担っているのです。

山を知らない子どもたちに木工体験を

宮古の環境を守る森林組合として“動き続ける”
　平成7年に当組合が設立された当初、私を含めた職員の多
くは森林整備に初めて関わったばかりか、地元住民のみなさ
んも森林組合の仕事をまったく知りませんでした。必死に技
術と知識を習得しながら、職員たちと日々の業務に取り組む
とともに、当組合独自の提案も積極的に行ってまいりました。
　その一例として、平成17年度には県や市町村との意見調
整のもと、「緑を増やし、健全で豊かな美ぎ島みゃーくの創
生をめざして」を基本理念とする「宮古地域グリーンベルト
整備計画」を策定し、宮古地域の未来像を念頭に、①海岸（防
潮林などの整備による防災）、②農地（農地防風林などの造
成による農業振興）、③景観（緑化など美しい景観の形成に
よる観光振興）、④水（水源涵養林の造成による推進・保全
等）という4つのグリーンベルトを実現する構想を提案しま
した。この整備計画から発展した実践的な取組みが「美ぎ島
宮古グリーンネット」なのです。

　今回助成いただいた木育講座・体
験学習も同様だったのですが、“まず
動いてみる”ことの大切さを感じて
います。設立以来、森林組合が動くこ
とで周囲のみなさんの理解と協力を
得ながら、数多くの“新しい何かが生
まれる経験”をさせていただきまし
た。宮古地域の環境を守るためには、
当組合の存在意義をもっと高めてい
かなければなりません。そのために
も、まずは職員が幸せになれる職場をつくり、10～20年、さ
らに30年先を見据えながら事業を広げていき、「宮古地域
に森林組合が存在してよかった」と地元住民のみなさんに
言っていただけるような、愛される森林組合を目指してまい
ります。

宮古森林組合

常務理事

佐
さ わ だ

和田 勝
かつひこ

彦様

体験学習で子どもたちに工具の使い方を指導する職員

宮古森林組合

班長

下
しもじ

地 幹
みき お

男様

宮古森林組合

主任技師

上
うえはら

原 康
こう じ

嗣様

地域住民を巻き込んだ
実践的かつ長期的視野での森林整備

組合設立の契機～沖縄返還後の
20年で森林面積が半減

林業への貢献

現地Report
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林業への貢献

さまざまな取組み

農中森力基金
第3回助成先

農中森力基金
第1～2回助成先

FRONT80
第1～9回助成先

福岡県広域森林組合（福岡県）
自然と人の共存をめざす里山へ 
～ムナカタの小さな挑戦～

新見市森林組合（岡山県）
新たな低コスト林業と自伐林家と
の協力による荒廃林再生事業

にいみし

カルスト森林組合（山口県）
国定公園「秋吉台」区域内の関係者
の協働による森林再生モデル事業

中勢森林組合（三重県） 
後世へ引き継ぐ 雲林院城跡里山
再生事業

ちゅうせい美馬森林組合（徳島県） 
限界集落周辺の森林における「新
次元の森林管理経営システム」構
築モデル事業

みま

米沢地方森林組合（山形県）
広葉樹の多様な活用を通した広葉樹
生産林の再生

東白川村森林組合（岐阜県）
100年先を見据えた森林づくり
～第２ステップ木材生産林再生モ
デル事業～

ひがししらかわむら

長野森林組合（長野県） 
～やまんば伝説の里～信州中条の
森林再生事業

南三陸森林組合（宮城県） 
南三陸の豊かな里山再生プロジェ
クト

みなみさんりく

これまで12年間の取組み
　森林再生基金（FRONT80）では、平成17年度から9回の募集を行い、これまでに計319件の応募件数から52案件へ
の助成を行いました。
　平成26年度には森林再生基金（農中森

もりぢから

力基金）を創設し、平成26～28年の3年間で計132件の応募があり、23案
件への助成を決定しました。

森林再生基金

木育テキスト
林野庁の平成24年木
育事業にて（株）電通
が事務局として制作。
農林中央金庫が行う
小学校等の木育活動
で使用しています。

当金庫の取組み

※ 一定の防護機
能を有する安
全装備品

林業用
ジャケット

防護
ズボン

林業用
ヘルメット

防護
ブーツ

林業用
手袋

林業の労働安全性向上
　林業における産業別死傷年千人率（千人当たりの死

傷者数）は、27.0人（平成27年度時点、全産業平均の約

12倍）と著しく高い水準にあります。また、林業従事者

の高齢化率は他の産業に比べて高く、従事者数も低迷

するなど、従事者確保のためにも林業の労働安全性向上

は必須の課題となっています。

　こうした環境を踏まえ、農林中央金庫では、平成27年

度から林業の労働安全性向上を目的とした「林業労働

安全性向上対策事業」を開始しました。当事業では、労

働安全対策に取り組む森林組合等を対象に、安全装備

品購入費用の一部を助成します。

　平成28年度は、全国の森林組合の約半数である372

団体（16森林組合連合会、356森林組合）に対し、合計

商品数約21,000点、約1億2,000万円の助成を実施し

ました。

　平成27年度からの累計では、延べ466団体（26森林

組合連合会、440森林組合）※に対し、合計商品数約

38,000点、総額2億1,200万円の助成を実施してきた

ことになります。
※団体数は各年度での重複を除いた数値

国産材の利用拡大
　森林には、国土の保全、水源の涵養、地球温暖化の防

止等の多面的機能があり、国民生活や国民経済に貢献

しています。この森林の多面的機能が持続的に発揮され

るためには、適切な森林の整備に加え、成熟した木を木

材として利用していくことが必要です。

　積極的に国産材を利用してもらうためには、森林の多

面的機能や日本の森林資源の現状、ひいては素材として

の木の良さを地域住民を含む国民に広く知っていただ

くことが重要だと考えてい

ます。

　そのため、当金庫では、国

産材利用の大切さに対す

る理解醸成および国産材

利用拡大への寄与を目的

に、全国各地の森林組合と連携した木育活動や木製品寄

贈等の活動に取り組んでいます。平成28年度は、全国53

件の活動に対し、4,900万円の活動助成を行いました。

　また、平成28年度は国産材の利用拡大に向けて、新た

に林業・木材に関わる川上業種から川下業種までの23

企業・団体が参加する異業種の協議体「ウッドソリュー

ション・ネットワーク」を設立しました。
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